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議案第７６号 福島市介護保険条例の一部を改正する条例制定の件・・・・・・・・・・・・・・ ２頁（議案書 ９５頁） 
   【介護保険課】 
 

議案第７８号 東日本大震災による被災者に対する介護保険料の減免に関する条例 
の一部を改正する条例制定の件  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３頁（議案書 ９９頁） 

   【介護保険課】 
 

議案第６３号 令和８年度福島市一般会計補正予算（第１号） ・・・・・・・・・・・・・・・  ４頁（議案書  ５頁） 
【共生社会推進課】【障がい福祉課】 

 
報告第 ５号 福島市一般会計予算の繰越明許費繰越しの件 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 議案書１４３頁 

   【生活福祉課】【介護保険課】【保健総務課】 
 

報告第１１号 専決処分報告の件  
専決第１９号 損害賠償の額の決定並びに和解の件 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 議案書１８５頁 

   【介護保険課】 
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令和８年６月定例会議提出議案説明資料【健康福祉部】 

議案第７６号 

 （介護保険課） 

１ 条例名 福島市介護保険条例の一部を改正する条例 

２ 一部改正の趣旨 

＜改正に至る経緯＞ 

物価上昇や働き控えに対応する観点から、令和７年度の給与所得控除額を引き上げる税制改正が

行われ、住民税非課税者の増加が見込まれる。 

一方で、一部被保険者において住民税非課税でも介護保険料算定上は住民税課税とみなされ、介

護保険料が急増する場合があることから、税制改正の趣旨との整合を図るため令和８年度介護保険

料に限り減免を行うが、対象者の申請にかかる負担等を考慮し、本条例改正により一括減免する。 

３ 一部改正の概要 

介護保険料の減免を受けようとする者は申請書を提出しなければならないとされているところ、

制度改正により減免対象者となることが明らかな場合等、市長が認める場合は職権で減免を行うこ

とができることとする改正を行う。 

４ 条例改正による 

市民への影響 
把握できている直近の所得状況より推計すると、約７３０名が減免対象となる見込み。 

５ 条例の施行予定日 公布の日から施行 

６ 経過及び今後の 

スケジュール 

令和７年１２月１７日 令和８年度介護保険料算定において、税制改正による影響を遮断するため

介護保険法施行令の一部改正 

令和８年 １月 ９日 税制改正の趣旨との矛盾解消のために令和８年度介護保険料に限り特例

減免を行ってよいこと、その減免にあたって本人の個別申請によらずシス

テム上の対応を可能とする国の通知 

     ６月    条例議会提案 本条例改正 

     ７月    令和８年度介護保険料を賦課し、対象者に対し減免措置適用 
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令和８年６月定例会議提出議案説明資料【健康福祉部】 

議案第７８号 

 （介護保険課） 

１ 条例名 東日本大震災による被災者に対する介護保険料の減免に関する条例の一部を改正する条例 

２ 一部改正の趣旨 
東日本大震災による被災者に対する介護保険料の減免について、国の財政支援措置に準拠し、減免

期間の取扱いにかかる改正を行う。 

３ 一部改正の概要 

＜減免の対象範囲＞ 
(1) 帰還困難区域と上位所得層を除く旧避難指示区域等の被保険者 

⇒令和８年度相当分の保険料額（全額減免） 
     ※平成２９年に避難指示区域等の指定が解除された区域は令和８年度相当分の 

保険料額の半分（半額減免） 
※平成２８年までに避難指示区域等の指定が解除された区域は減免なし 

(2)  (1)に該当する区域の者で、令和７年度末に介護保険に加入した被保険者 
⇒納期限が令和８年４月以後となる令和７年度相当分の保険料額 

４ 条例改正による 

市民への影響 
令和８年度の介護保険料の減免措置対象予定８３名（令和８年４月１日現在） 

５ 条例の施行予定日 公布の日から施行 

６ 経過及び今後の 

スケジュール 

平成２３年４月２６日 条例制定 
    ↓      （国の方針に準拠し、介護保険料の減免措置を継続） 
令和 ８年２月２７日 令和８年度介護保険料の減免措置に係る国の方針に関する通知 
     ６月    条例議会提案 本条例改正 
     ７月    令和８年度介護保険料を賦課し、対象者に対し減免措置適用 
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令和８年６月定例会議提出議案説明資料【健康福祉部】

議案第６３号　令和８年度福島市一般会計補正予算（第１号）
共生社会推進課・障がい福祉課

3
民生費 27,970 13,985 ー ー 13,985

1 2
9 社会福祉費 障害者

福祉費
保健福祉総合情
報システム改修
事業

17,970 8,985 ー ー 8,985

2 2
10 児童福祉費 10,000 5,000 ー ー 5,000

〇「オンライン資格確認」の導入に係る
　　システム改修
　マイナ保険証と各種医療費受給者証を一
体化し、紙の受給者証がなくても受給資格
の確認が可能となる「オンライン資格確
認」を導入することで、患者の利便性向上
及び医療機関等における窓口業務の効率化
を図る。

※対象となる医療費助成
【公費負担医療】
　〇障がい福祉課
　　　育成医療
　　　更生医療
　　　療養介護医療
【地方単独医療費助成】
　〇共生社会推進課
　　　重度心身障がい者医療費助成
　　　子ども医療費助成
　　　ひとり親家庭医療費助成

県支出金 その他 一般財源

児童
措置費

保健福祉総合情
報システム改修
事業

（単位：千円）
予算
説明
書頁

款 項 目 事  業  名 補正額
財　　源　　内　　訳

説　　　　明国  庫
支出金
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